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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年３月期の業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 25,799 9.9 2,736 32.7 2,785 28.4 1,805 32.0 

27年３月期 23,477 △4.2 2,061 △11.8 2,170 △9.5 1,367 △0.0 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

28年３月期 221.37 － 11.0 10.2 10.6 

27年３月期 166.81 － 9.0 8.7 8.8 
 
（参考）持分法投資損益 28年３月期 － 百万円   27年３月期 － 百万円 

 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 28,815 17,036 59.1 2,106.11 

27年３月期 26,001 15,783 60.7 1,925.79 
 
（参考）自己資本 28年３月期 17,036 百万円   27年３月期 15,783 百万円 

 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年３月期 2,793 △350 △528 9,615 

27年３月期 1,589 △318 △409 7,700 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 純資産 

配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年３月期 － 5.00 － 45.00 50.00 409 30.0 2.7 
28年３月期 － 5.00 － 61.00 66.00 534 29.8 3.3 
29年３月期（予想） － 5.00 － 62.00 67.00   30.1   

 
 
３．平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 27,000 4.7 2,650 △3.1 2,680 △3.8 1,800 △0.3 222.53 
 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 
（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 8,197,500 株 27年３月期 8,197,500 株 

②  期末自己株式数 28年３月期 108,604 株 27年３月期 1,469 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 8,154,176 株 27年３月期 8,196,070 株 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算の開示時点において、財務諸表に対

する監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１.経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧

ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（1）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、一部指標に弱さがみられるものの、経済政策や金融政策を背景に企業収益や雇

用情勢が改善しており、景気は緩やかな回復基調が続きました。

建設業界におきましては、公共投資は緩やかな減少傾向にあるものの、民間設備投資は堅調に推移しました。

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受注」、

空調計装関連事業の既設工事においては、「事業機会拡大による受注量の確保」、産業計装関連事業においては、

「事業体制の強化と業容の拡大」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

受注高につきましては、空調計装関連事業の新設工事の減少が影響し、25,749百万円（前期比4.2%減）となりまし

た。

売上高につきましては、空調計装関連事業の増加により、25,799百万円（同9.9%増）となりました。

利益面につきましては、売上高の増加により、営業利益が2,736百万円（同32.7%増）、経常利益が2,785百万円

（同28.4%増）、当期純利益は1,805百万円（同32.0%増）となりました。

②事業別の状況 

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、新設工事における大型物件の減少を主因に、22,455百万円（前

期比6.4%減）となりました。内訳は、新設工事が6,743百万円（同24.9%減）、既設工事が15,712百万円（同4.7%増）

でした。

完成工事高は、新設工事において工場向け物件が、既設工事において事務所向け物件が増加したこと等により、

23,025百万円（同11.8%増）となりました。内訳は、新設工事が7,518百万円（同6.6%増）、既設工事が15,507百万円

（同14.4%増）でした。

次期繰越工事高は、新設工事の減少により、12,025百万円（同4.5%減）となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、292百万円（同15.1%減）となりました。

総じて、空調計装関連事業の受注高は22,747百万円（同6.5%減）、売上高は23,317百万円（同11.3%増）となりま

した。

〔産業計装関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事等を行う産業計装関連事業につきま

しては、受注工事高は、設備工事の増加等により、2,678百万円（前期比17.1%増）となりました。

完成工事高は、電気工事の減少等により、2,158百万円（同4.6%減）となりました。

次期繰越工事高は、電気工事、設備工事の増加等により、1,083百万円（同92.3%増）となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、323百万円（同21.1%増）となりました。

総じて、産業計装関連事業の受注高は3,001百万円（同17.5%増）、売上高は2,481百万円（同1.9%減）となりまし

た。

③次期の見通し

当社の次期の業績見通しにつきましては、完成工事高の増加が見込まれますが、外注費を中心に工事原価の増加が

想定され、売上高では増加、営業利益及び経常利益では若干の減少を予想しています。

これらの状況を勘案し、平成29年３月期の業績予想につきましては、受注高25,500百万円、売上高27,000百万円、

営業利益2,650百万円、経常利益2,680百万円、当期純利益1,800百万円をそれぞれ見込んでおります。 

 

（2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ2,813百万円増加し28,815百万円となりました。流動資産に

つきましては、前事業年度末に比べ2,914百万円増加し24,409百万円となりました。これは、主に有価証券の増加に

よるものであります。固定資産につきましては、前事業年度末に比べ101百万円減少し4,405百万円となりました。こ

れは、主に投資有価証券の減少によるものであります。

負債につきましては、前事業年度末に比べ1,561百万円増加し11,779百万円となりました。これは、主に流動負債

において未成工事受入金が増加したことによるものであります。

純資産につきましては、前事業年度末に比べ1,252百万円増加し17,036百万円となりました。これは、主に当期純

利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。
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②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1,914百万円増加し

9,615百万円（前期比24.9％増）となりました。当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は2,793百万円（同75.8％増）となりました。

これは、主に未成工事支出金等の増加792百万円に対して税引前当期純利益の計上2,781百万円及び未成工事受入

金の増加980百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は350百万円（同10.0％増）となりました。

これは、主に投資有価証券の償還による収入300百万円に対して投資有価証券の取得による支出314百万円及び有

形・無形固定資産の取得による支出203百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は528百万円（同29.2％増）となりました。

これは、配当金の支払409百万円及び自己株式の取得による支出119百万円があったことによるものであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％） 59.0 61.8 60.7 59.1

時価ベースの自己資本比率（％） 25.9 34.4 35.9 33.1

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率（％）
－ － － 10.5

（注）1.各指標の内容

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）より算出しております。 

3.キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

4.営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。

5.インタレスト・カバレッジ・レシオは、支払利息の発生がないため記載しておりません。
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２．企業集団の状況

当社は建設業法により、特定及び一般建設業者として国土交通大臣許可を受け、ビルディングオートメーション及

びファクトリーオートメーション等自動制御システムの設計・施工等及び自動制御機器類の販売並びにこれらに関連

する事業を行っております。 

当社の事業は、空調計装関連事業と産業計装関連事業とに区分され、その内容は次のとおりであります。 

（空調計装関連事業） 

空調計装関連事業は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物に対する空調計装

分野を対象とした事業で、「空調計装工事」としてその建築物の新設、増設又は改修に伴う空調自動制御システムの

設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか、「制御機器類販売」として自動制御盤、センサー、サーモスタ

ット等、空調を自動制御するための機器類を販売しております。

なお、空調計装関連事業は、新設建築物を対象とする新設部門と、既設建築物の維持、補修、更新を対象とする既

設部門とに区分して事業展開をしております。 

（産業計装関連事業） 

産業計装関連事業は、空調計装以外のあらゆる計装分野を対象とした事業で、「産業計装工事」として各種自動制

御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行っております。代表的なものとしては食品、薬品工場等の

各種生産工程における自動制御システムや、郵便局、新聞社等の搬送ラインにおける自動制御システムの設計、施工

等があげられます。そのほか、「制御機器類販売」として調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売して

おります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、「高い目標に挑戦する」「お客様に満足を提供する」「広く社会に貢献する」を経営理念とし、昭和34

年の創業以来、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の空調自動制御の設計から施工、メンテナ

ンスに至るまで、一貫したサービスを提供する「空調計装エンジニアリング会社」のパイオニアとして、お客様の

快適な環境づくりのお手伝いをさせて頂いてまいりました。

当社は、長い歴史で培ってきた計装の総合力を以って、省エネ化、快適化された低炭素社会の実現に貢献し、ス

テークホルダーの皆様と共に栄え、成長することを目指し、投資家の皆様のご期待に応えてまいる所存でございま

す。

（２）目標とする経営指標

当社は、「収益重視の事業展開」を旨としていることから、株主の資金と利益の相関を表すROE（自己資本当期

純利益率）10％程度の達成を目標としております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社は、中長期的な経営指針として経営ビジョン「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未来を拓

く」を制定しております。

当経営ビジョンの骨子は「『New Design（新しい構想、新しい企画、新しい設計）』でお客様にバリュー（価

値）を提供し（for the Customer）、企業として成長し（for the Success）、永続的な企業を目指す（for the 

Future）」というものであります。

具体的には、以下の３つのパートに分解されます。

①New Design for the Customer

・「計装」の総合力でお客様のニーズを拓く

②New Design for the Success

・「計装」の総合力で事業を拓く

③New Design for the Future

・「計装」の総合力で新たな領域を拓く

当社ではこれらの項目について年度ごとに具体策を立案・計画化し、取り組んでまいります。

（４）会社の対処すべき課題

建設業界においては、民間部門を中心に建設需要が拡大しており、当面は概ね当事業年度と同様の経営環境が続

くものと思われます。

こうした状況を踏まえ、当社では以下の３点を中期的に取り組むべき課題と位置付けております。

①空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受注」

②空調計装関連事業の既設工事においては、「事業機会拡大による受注量の確保」

③産業計装関連事業においては、「事業体制の強化と業容の拡大」

当社は、これらに対応するべく、各事業ごとに明確かつ詳細なミッションを定め、事業展開してまいります。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等

を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表
 

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 3,001,775 3,616,105 

受取手形 1,676,063 1,610,445 

完成工事未収入金 6,995,514 6,761,522 

売掛金 139,892 131,350 

リース債権 － 294,449 

有価証券 4,899,060 6,404,944 

未成工事支出金 4,045,577 4,838,244 

商品 14,286 9,954 

材料貯蔵品 11,102 10,852 

前払費用 84,868 99,463 

繰延税金資産 554,682 538,509 

その他 72,076 94,778 

貸倒引当金 △264 △1,061 

流動資産合計 21,494,633 24,409,558 

固定資産    

有形固定資産    

建物 588,153 602,585 

減価償却累計額 △255,079 △278,505 

建物（純額） 333,073 324,080 

構築物 15,624 15,624 

減価償却累計額 △11,698 △12,263 

構築物（純額） 3,925 3,360 

機械及び装置 64,388 82,542 

減価償却累計額 △8,564 △16,587 

機械及び装置（純額） 55,823 65,954 

工具器具・備品 481,566 469,697 

減価償却累計額 △370,464 △356,427 

工具器具・備品（純額） 111,101 113,270 

土地 417,297 417,297 

有形固定資産合計 921,220 923,962 

無形固定資産    

借地権 7,156 6,737 

商標権 2,086 1,681 

ソフトウエア 229,500 245,671 

ソフトウエア仮勘定 19,326 － 

電話加入権 3,953 3,953 

無形固定資産合計 262,023 258,044 

 

- 6 -

日本電技㈱（1723）平成28年３月期決算短信（非連結）



 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,126,779 1,893,934 

出資金 50,000 50,000 

従業員に対する長期貸付金 112 － 

破産更生債権等 344 1,341 

長期前払費用 8,843 8,733 

繰延税金資産 65,761 73,744 

差入保証金 626,121 657,304 

その他 449,786 543,652 

貸倒引当金 △4,094 △5,091 

投資その他の資産合計 3,323,655 3,223,618 

固定資産合計 4,506,899 4,405,625 

資産合計 26,001,533 28,815,183 

負債の部    

流動負債    

支払手形 1,214,811 1,326,579 

工事未払金 3,205,033 3,102,045 

買掛金 161,826 166,132 

未払金 46,269 24,428 

未払費用 1,625,461 1,772,514 

未払法人税等 694,115 987,862 

未払消費税等 319,874 261,866 

未成工事受入金 2,050,321 3,031,890 

前受金 810 98 

預り金 40,002 44,013 

完成工事補償引当金 48,020 17,500 

工事損失引当金 125,308 48,835 

その他 378 47 

流動負債合計 9,532,231 10,783,815 

固定負債    

リース債務 － 294,449 

退職給付引当金 313,532 299,537 

役員退職慰労引当金 352,879 358,737 

資産除去債務 19,095 19,339 

その他 － 23,213 

固定負債合計 685,507 995,276 

負債合計 10,217,739 11,779,092 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 470,494 470,494 

資本剰余金    

資本準備金 316,244 316,244 

資本剰余金合計 316,244 316,244 

利益剰余金    

利益準備金 89,686 89,686 

その他利益剰余金    

別途積立金 12,460,000 13,360,000 

繰越利益剰余金 2,213,530 2,708,785 

利益剰余金合計 14,763,216 16,158,471 

自己株式 △1,053 △120,086 

株主資本合計 15,548,901 16,825,124 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 234,892 210,966 

評価・換算差額等合計 234,892 210,966 

純資産合計 15,783,794 17,036,091 

負債純資産合計 26,001,533 28,815,183 
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（２）損益計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高    

完成工事高 22,866,777 25,183,909 

商品売上高 610,923 615,329 

売上高合計 23,477,701 25,799,239 

売上原価    

完成工事原価 15,940,554 17,433,250 

商品売上原価    

商品期首たな卸高 12,377 14,286 

当期商品仕入高 500,909 499,166 

他勘定受入高 2,072 485 

合計 515,360 513,937 

他勘定振替高 74,900 72,493 

商品期末たな卸高 14,286 9,954 

差引 426,173 431,489 

売上原価合計 16,366,728 17,864,739 

売上総利益 7,110,972 7,934,499 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 290,790 302,912 

従業員給料手当 2,620,895 2,558,772 

退職給付費用 88,217 83,921 

役員退職慰労引当金繰入額 21,540 20,779 

法定福利費 404,586 423,009 

福利厚生費 48,488 69,858 

修繕維持費 54,221 59,394 

事務用品費 122,440 152,851 

通信交通費 205,589 205,742 

広告宣伝費 17,487 27,214 

貸倒引当金繰入額 － 2,087 

交際費 49,710 47,675 

地代家賃 415,112 440,444 

減価償却費 146,534 148,843 

租税公課 59,444 84,959 

保険料 30,945 34,209 

その他 473,251 535,787 

販売費及び一般管理費合計 5,049,256 5,198,463 

営業利益 2,061,716 2,736,036 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業外収益    

受取利息 26,166 17,752 

受取配当金 17,490 20,476 

デリバティブ評価益 52,845 630 

受取事務手数料 7,537 6,319 

雑収入 11,898 13,320 

営業外収益合計 115,936 58,498 

営業外費用    

売上割引 1,000 1,133 

保険解約損 4,227 5,133 

コミットメントフィー 999 1,002 

シンジケートローン手数料 1,000 1,000 

雑損失 158 638 

営業外費用合計 7,386 8,907 

経常利益 2,170,266 2,785,626 

特別利益    

投資有価証券償還益 1,245 － 

特別利益合計 1,245 － 

特別損失    

固定資産売却損 4,014 － 

固定資産除却損 1,068 1,464 

投資有価証券評価損 － 1,601 

賃貸借契約解約損 2,240 1,277 

特別損失合計 7,324 4,343 

税引前当期純利益 2,164,188 2,781,283 

法人税、住民税及び事業税 679,024 951,100 

法人税等調整額 117,957 25,126 

法人税等合計 796,981 976,226 

当期純利益 1,367,206 1,805,056 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   別途積立金 繰越利益剰余

金 

当期首残高 470,494 316,244 89,686 11,560,000 2,064,666 13,714,353 

会計方針の変更による累積的
影響額         91,462 91,462 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

470,494 316,244 89,686 11,560,000 2,156,129 13,805,815 

当期変動額             

剰余金の配当         △409,805 △409,805 

当期純利益         1,367,206 1,367,206 

別途積立金の積立       900,000 △900,000 － 

自己株式の取得             

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）             

当期変動額合計 － － － 900,000 57,400 957,400 

当期末残高 470,494 316,244 89,686 12,460,000 2,213,530 14,763,216 

 

         

  株主資本 評価・換算差
額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証
券評価差額金 

当期首残高 △951 14,500,140 98,407 14,598,547 

会計方針の変更による累積的
影響額   91,462   91,462 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 △951 14,591,602 98,407 14,690,010 

当期変動額         

剰余金の配当   △409,805   △409,805 

当期純利益   1,367,206   1,367,206 

別途積立金の積立   －   － 

自己株式の取得 △101 △101   △101 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）     136,484 136,484 

当期変動額合計 △101 957,299 136,484 1,093,783 

当期末残高 △1,053 15,548,901 234,892 15,783,794 
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当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   別途積立金 

繰越利益剰余
金 

当期首残高 470,494 316,244 89,686 12,460,000 2,213,530 14,763,216 

当期変動額             

剰余金の配当         △409,801 △409,801 

当期純利益         1,805,056 1,805,056 

別途積立金の積立       900,000 △900,000 － 

自己株式の取得             

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）             

当期変動額合計 － － － 900,000 495,255 1,395,255 

当期末残高 470,494 316,244 89,686 13,360,000 2,708,785 16,158,471 

 

         

  株主資本 
評価・換算差

額等 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金 

当期首残高 △1,053 15,548,901 234,892 15,783,794 

当期変動額         

剰余金の配当   △409,801   △409,801 

当期純利益   1,805,056   1,805,056 

別途積立金の積立   －   － 

自己株式の取得 △119,032 △119,032   △119,032 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）     △23,925 △23,925 

当期変動額合計 △119,032 1,276,222 △23,925 1,252,297 

当期末残高 △120,086 16,825,124 210,966 17,036,091 
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（４）キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 2,164,188 2,781,283 

減価償却費 169,358 173,345 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △949 1,793 

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は

減少） 
△2,058 △8,137 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △10,907 △30,520 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 12,784 △76,472 

受取利息及び受取配当金 △43,656 △38,228 

投資有価証券評価損益（△は益） - 1,601 

有形固定資産除却損 1,068 1,464 

有形固定資産売却損益（△は益） 4,014 - 

デリバティブ評価損益（△は益） △52,845 △630 

売上債権の増減額（△は増加） 286,661 307,155 

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,689,039 △792,666 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,977 4,581 

仕入債務の増減額（△は減少） 545,347 △17,490 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,300,140 980,527 

未払消費税等の増減額（△は減少） △64,115 △57,387 

その他 △51,101 192,871 

小計 2,565,914 3,423,089 

利息及び配当金の受取額 40,288 45,899 

法人税等の支払額 △1,016,959 △675,286 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,589,244 2,793,703 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △144,183 △117,197 

有形固定資産の売却による収入 5,840 - 

無形固定資産の取得による支出 △117,029 △86,360 

投資有価証券の取得による支出 △424,271 △314,301 

投資有価証券の売却による収入 100,040 - 

投資有価証券の償還による収入 309,000 300,000 

敷金及び保証金の差入による支出 △22,135 △42,438 

敷金及び保証金の回収による収入 8,729 3,630 

その他 △34,457 △93,659 

投資活動によるキャッシュ・フロー △318,466 △350,328 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △101 △119,032 

配当金の支払額 △409,006 △409,485 

財務活動によるキャッシュ・フロー △409,108 △528,517 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 861,668 1,914,857 

現金及び現金同等物の期首残高 6,839,237 7,700,906 

現金及び現金同等物の期末残高 7,700,906 9,615,763 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）未成工事支出金

個別法による原価法

(2）商品及び材料貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～38年
 

構築物 10～15年
 

機械及び装置 ８～17年
 

工具器具・備品 ２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

(3）長期前払費用

均等償却によっております。
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４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保、アフターサービス等の費用の支出に備えるため、過去の補修費支出の実績

割合に基づき必要と見積られる額を計上しております。

(3）工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、期末手持ち受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を合

理的に見積ることのできる工事について損失見積額を計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額の100％を引当計上しております。

 

５．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。

ロ その他の工事

工事完成基準によっております。

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、市場等の類似性を考慮した工事種類別のセグメントから構成されており、「空調計装関連事

業」及び「産業計装関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「空調計装関連事業」は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物

に対する空調自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか自動制御盤、セン

サー、サーモスタット等空調を自動制御するための機器類を販売しております。「産業計装関連事業」

は、空調計装以外のあらゆる計装分野を対象として、主に食品、薬品工場等の各種生産工程や郵便局、

新聞社等の搬送ラインにおける自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほ

か、調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であり

ます。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）1.2.3.4 

財務諸表 
計上額 
（注）5  

空調計装 
関連事業 

産業計装 
関連事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 20,947,567 2,530,133 23,477,701 － 23,477,701 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 20,947,567 2,530,133 23,477,701 － 23,477,701 

セグメント利益 3,786,134 295,292 4,081,426 △2,019,710 2,061,716 

セグメント資産 12,783,370 1,208,312 13,991,682 12,009,850 26,001,533 

その他の項目          

減価償却費 38,350 6,284 44,635 124,723 169,358 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
53,781 3,634 57,416 132,128 189,544 

（注）１．セグメント利益の調整額△2,019,710千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産の調整額12,009,850千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産でありま

す。その主なものは、余資運用資金（現金預金、有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券

等）に係る資産等であります。

３．減価償却費の調整額124,723千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であ

ります。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額132,128千円は、報告セグメントに帰属しな

い全社資産の設備投資額であります。その主なものは、全社使用目的のソフトウェア等でありま

す。

５．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）1.2.3.4 

財務諸表 
計上額 
（注）5  

空調計装 
関連事業 

産業計装 
関連事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 23,317,841 2,481,398 25,799,239 － 25,799,239 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 23,317,841 2,481,398 25,799,239 － 25,799,239 

セグメント利益 4,717,798 187,070 4,904,869 △2,168,833 2,736,036 

セグメント資産 13,322,423 1,431,338 14,753,761 14,061,421 28,815,183 

その他の項目          

減価償却費 44,304 6,060 50,365 122,980 173,345 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
46,073 4,139 50,213 124,620 174,834 

（注）１．セグメント利益の調整額△2,168,833千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産の調整額14,061,421千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産でありま

す。その主なものは、余資運用資金（現金預金、有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券

等）に係る資産等であります。

３．減価償却費の調整額122,980千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であ

ります。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額124,620千円は、報告セグメントに帰属しな

い全社資産の設備投資額であります。その主なものは、全社使用目的のソフトウェア等でありま

す。

５．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 
１株当たり純資産額 1,925.79円

１株当たり当期純利益 166.81円
 

 
１株当たり純資産額 2,106.11円

１株当たり当期純利益 221.37円
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当期純利益（千円） 1,367,206 1,805,056

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,367,206 1,805,056

期中平均株式数（千株） 8,196 8,154

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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